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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

４ 第68期中間期以降は、中間連結財務諸表または連結財務諸表を作成していないため、主要な経営指標等の推移の連結経営

指標等は記載しておりません。 

  

回次 第68期中 第69期中 第70期中 第68期 第69期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 12,711,493 10,393,235 10,303,977 25,762,536 27,562,437

経常利益 (千円) 619,038 433,804 241,304 979,503 848,656

中間(当期)純利益 (千円) 622,586 429,228 219,504 1,770,987 798,648

持分法を適用した場合の投資
利益 (千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 4,694,612 4,694,612 4,694,612 4,694,612 4,694,612

発行済株式総数 (千株) 20,861 20,861 20,861 20,861 20,861

純資産額 (千円) 8,257,246 9,945,946 10,437,773 9,431,608 10,382,551

総資産額 (千円) 19,994,437 21,337,392 23,043,329 19,078,510 19,919,055

１株当たり純資産額 (円) 396.04 477.03 563.48 452.36 497.98

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 29.86 20.58 10.59 84.94 38.30

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 (円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.3 46.6 45.3 49.4 52.1

営業活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △1,151,260 △116,063 △1,354,384 △2,626,229 1,826,050

投資活動による 
キャッシュ・フロー (千円) 40,266 7,408 △213,880 △25,071 △328,820

財務活動による 
キャッシュ・フロー (千円) ― ― △116,284 △46,642 △46,642

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 (千円) 7,851,075 6,155,470 6,030,164 6,264,125 7,714,713

従業員数 (名) 287 309 318 289 311



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はあり

ません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、非常勤顧問、非常勤嘱託は含んでおりません。 

  

(2) 労働組合の状況 

藤木工務店労働組合と称し、昭和49年９月５日結成され、平成18年９月30日現在の組合員数は156名であり、上部

団体日本建設産業職員労働組合協議会に加入しております。 

労使関係は、結成以来円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

従業員数(名) 318 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間のわが国の経済は、堅調な海外景気を背景に輸出が順調に増加し、企業業績が好調に推移したこ

とや、雇用状況の改善に伴い、個人消費も底堅く展開したことから、景気は緩やかながら拡大傾向で推移しまし

た。 

建設業界におきましては、好調な企業収益を背景として、民間建設投資は増加基調で推移しましたが、公共建設

投資は、国・地方公共団体の厳しい財政状況を反映した公共工事の削減により縮小傾向が続いており、受注環境は

依然厳しい状況が続きました。 

こうした状況のもと、民事再生終結後の初年度にあたる当社は、安定的な経営を「さらに前進」させることを目

指して、それぞれの業務において、長期的な展望の中で「今改善できることへの取組み」を積極的に推進してまい

りました。 

当中間会計期間の業績といたしましては、受注高は順調に推移したものの、一部工事の完成時期が下期となった

ことなどにより、建設事業売上高が100億84百万円となり前年同期比１億13百万円（1.1％減）の減少となりまし

た。不動産事業等売上高は２億19百万円で前年同期比24百万円（12.6％増）の増加となっており、売上高は103億３

百万円となり、前年同期比89百万円（0.8％減）と僅かながら減少となりました。 

利益面におきましては、厳しい受注競争による受注金額への影響や、建設資材コストが上昇傾向にあることなど

から、売上総利益率は、前年同期に比べ1.4％低下し、売上総利益は、９億31百万円、前年同期比１億45百万円

（13.5％減）の減少となりました。営業利益は、人件費の増加などにより、２億31百万円、前年同期比１億93百万

円（45.6％減）の減少、経常利益は２億41百万円、前年同期比１億92百万円（44.4％減）の減少となり、中間純利

益は、２億19百万円、前年同期比２億９百万円（48.9％減）の減少となりました。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の主な増減状況につきましては、営業活動

によるキャッシュ・フローは、売上債権や未成工事支出金の増加などによる資金の減少が、税引前中間純利益の計

上や仕入債務、未成工事受入金の増加などによる資金の増加を上回り、13億54百万円の減少となりました（前年同

期は1億16百万円の減少）。投資活動によるキャッシュ・フローは、長期預金の預入による支出などがあり、２億13

百万円の減少となりました（前年同期は７百万円の増加）。また、財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株

式の取得による支出があり、１億16百万円の減少となりました（前年同期は増減ありません）。 

この結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は、60億30百万円となり、前期末残高に比べ16億84百万円

（21.8％減）の減少となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注高 

(単位：百万円) 

(注) １ 建設事業以外は受注生産を行っておりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 売上高 

(単位：百万円) 

(注) １ 生産実績を定義することが困難なため「生産の状況」は記載しておりません。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 上半期の完成工事高に比べ下半期の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動があります。 

  

(3) 次期繰越高 

(単位：百万円) 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

増減(△) 増減率(△)

建設事業 14,732 15,972 1,239 8.4％ 

合計 14,732 15,972 1,239 8.4％ 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

増減(△) 増減率(△)

建設事業 10,197 (98.1％) 10,084 (97.9％) △ 113 △1.1％ 

不動産事業等 195 ( 1.9％) 219 ( 2.1％) 24 12.6％ 

合計 10,393 (100.0％) 10,303 (100.0％) △ 89 △0.8％ 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

増減(△) 増減率(△)

建設事業 24,337 28,071 3,733 15.3％ 

合計 24,337 28,071 3,733 15.3％ 



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題はあ

りません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、賃貸借契約による賃借設備のうち、東京支店が移転しております。 

  

  

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間会計期間にお

いて、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業部門の 
名称 

設備の内容 
年間賃借料 
(千円) 

従業員数 (名) 

東京支店 
 (東京都新宿区四谷４－16－３) 

建設事業 事務所 27,535 78 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 49,000,000

計 49,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 20,861,000 20,861,000 ― ― 

計 20,861,000 20,861,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年９月30日 ― 20,861,000 ― 4,694,612 ― ―



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

（注） １ 上記のほか、自己株式が2,337千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合11.20％）あります。 

２ 上記のほか、証券保管振替機構名義の株式数1,148千株があります。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,148,000株（議決権1,148個）含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式345株及び証券保管振替機構名義の株式100株が含まれておりま

す。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

藤 木 玄 三 大阪府豊中市 3,112 14.92

有限会社三榮物流研究所 大阪市中央区常磐町２－１－１ 1,365 6.55

倉敷紡績株式会社 大阪市中央区久太郎町２－４－31 1,006 4.82

株式会社クラレ 岡山県倉敷市酒津1621 943 4.52

株式会社中国銀行 岡山県岡山市丸の内１－15－20 664 3.18

藤 木 鐵 三 大阪府豊中市 600 2.88

藤 木 正 三 大阪府豊中市 576 2.76

川 手 利 之 大阪府豊中市 499 2.39

奥 村 哲 夫 岐阜県岐阜市 394 1.89

石 田 春 久 兵庫県芦屋市 311 1.49

計 ― 9,472 45.41

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 2,337,000

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

18,215,000
18,215 ― 

単元未満株式 
普通株式 

309,000
― ― 

発行済株式総数 20,861,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 18,215 ― 



② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  
  

  

２ 【株価の推移】 

 当社株式は非上場でありますので、該当事項はありません。 

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
 ㈱藤木工務店 

大阪市中央区備後町 
１－７－10 

2,337,000 ― 2,337,000 11.20

計 ― 2,337,000 ― 2,337,000 11.20



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記

載しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより

中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)       

Ⅰ 流動資産       

現金預金   6,155,470 6,030,164 7,714,713 

受取手形   1,423,328 2,488,591 1,218,319 

完成工事未収入金   1,412,163 1,244,994 2,210,838 

有価証券 ※２ 14,999 ― ― 

販売用不動産   194,450 194,450 194,450 

未成工事支出金   8,431,720 8,907,165 4,419,415 

その他   189,795 154,668 178,066 

貸倒引当金   △5,900 △1,200 △1,200 

流動資産合計   17,816,027 83.5 19,018,834 82.5 15,934,603 80.0

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産 ※１ 
※２     

建物   1,309,169 1,293,515 1,291,254 

土地   932,006 932,006 932,006 

その他   60,046 65,958 61,758 

有形固定資産計   2,301,222 10.8 2,291,479 10.0 2,285,018 11.5

２ 無形固定資産   64,703 0.3 68,466 0.3 65,951 0.3

３ 投資その他の資産       

投資有価証券 ※２ 766,555 791,239 895,458 

出資金   65,289 65,289 65,289 

長期貸付金   274,414 271,627 273,922 

破産債権、更生債権   188,122 187,310 187,310 

その他   817,076 1,298,265 1,160,934 

貸倒引当金   △956,019 △949,184 △949,434 

投資その他の資産計   1,155,440 5.4 1,664,548 7.2 1,633,481 8.2

固定資産合計   3,521,365 16.5 4,024,495 17.5 3,984,451 20.0

資産合計   21,337,392 100.0 23,043,329 100.0 19,919,055 100.0

        



  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)       

Ⅰ 流動負債       

再生債務   111,086 111,086 111,086 

工事未払金   2,024,252 2,687,886 2,019,126 

一年以内返済予定の
長期借入金   46,642 46,642 46,642 

未払法人税等   27,103 25,806 40,375 

未成工事受入金   6,027,101 6,624,803 3,767,405 

賞与引当金   109,780 119,989 214,117 

完成工事補償引当金   62,670 65,470 63,600 

その他   393,066 260,655 582,055 

流動負債合計   8,801,704 41.3 9,942,340 43.1 6,844,407 34.4

Ⅱ 固定負債       

再生債務   666,090 555,003 555,003 

長期借入金   326,495 279,853 279,853 

退職給付引当金   1,284,388 1,509,823 1,496,220 

その他   312,768 318,533 361,018 

固定負債合計   2,589,742 12.1 2,663,215 11.6 2,692,095 13.5

負債合計   11,391,446 53.4 12,605,555 54.7 9,536,503 47.9

(資本の部)       

Ⅰ 資本金   4,694,612 22.0 ― ― 4,694,612 23.6

Ⅱ 利益剰余金       

任意積立金   4,606,000 ― 4,606,000 

中間(当期) 
未処分利益   437,137 ― 806,557 

利益剰余金合計   5,043,137 23.6 ― ― 5,412,557 27.2

Ⅲ その他有価証券 
評価差額金   210,890 1.0 ― ― 278,076 1.3

Ⅳ 自己株式   △2,694 △0.0 ― ― △2,694 △0.0

資本合計   9,945,946 46.6 ― ― 10,382,551 52.1

負債資本合計   21,337,392 100.0 ― ― 19,919,055 100.0

        



  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)       

Ⅰ 株主資本       

１.資本金   ― ― 4,694,612 20.4 ― ―

２.利益剰余金       

その他利益剰余金       

別途積立金   ― 5,406,000 ― 

繰越利益剰余金   ― 226,062 ― 

利益剰余金合計   ― ― 5,632,062 24.4 ― ―

３.自己株式   ― ― △118,979 △0.5 ― ―

株主資本合計   ― ― 10,207,695 44.3 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等       

その他有価証券 
評価差額金   ― ― 230,078 1.0 ― ―

評価・換算差額等 
合計   ― ― 230,078 1.0 ― ―

純資産合計   ― ― 10,437,773 45.3 ― ―

負債純資産合計   ― ― 23,043,329 100.0 ― ―

        



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高 ※１ 10,393,235 100.0 10,303,977 100.0 27,562,437 100.0

Ⅱ 売上原価   9,315,546 89.6 9,372,099 91.0 25,351,776 92.0

売上総利益   1,077,688 10.4 931,878 9.0 2,210,661 8.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費   651,970 6.3 700,076 6.8 1,374,544 5.0

営業利益   425,717 4.1 231,801 2.2 836,117 3.0

Ⅳ 営業外収益       

受取利息   1,054 3,929 2,622 

その他 ※３ 10,681 10,190 18,624 

営業外収益合計   11,736 0.1 14,119 0.1 21,246 0.1

Ⅴ 営業外費用       

支払利息   3,367 2,946 6,716 

その他 ※４ 281 1,669 1,990 

営業外費用合計   3,649 0.0 4,615 0.0 8,707 0.0

経常利益   433,804 4.2 241,304 2.3 848,656 3.1

Ⅵ 特別利益 ※５ 11,813 0.1 18,250 0.2 163,415 0.6

Ⅶ 特別損失 ※６ 151 0.0 24,706 0.2 183,081 0.7

税引前中間(当期) 
純利益   445,466 4.3 234,848 2.3 828,989 3.0

法人税、住民税 
及び事業税   16,238 0.2 15,343 0.1 30,341 0.1

中間(当期)純利益   429,228 4.1 219,504 2.1 798,648 2.9

前期繰越利益   7,909 ― 7,909 

中間(当期) 
未処分利益   437,137 ― 806,557 

        



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

（注）平成18年6月29日の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 4,694,612 4,606,000 806,557 5,412,557 △2,694 10,104,475 

中間会計期間中の変動額             

 別途積立金の積立（注）   800,000 △800,000 ―   ― 

 中間純利益     219,504 219,504   219,504 

 自己株式の取得         △116,284 △116,284 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)             

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― 800,000 △580,496 219,504 △116,284 103,219 

平成18年９月30日残高(千円) 4,694,612 5,406,000 226,062 5,632,062 △118,979 10,207,695 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

平成18年３月31日残高(千円) 278,076 10,382,551 

中間会計期間中の変動額     

 別途積立金の積立   ― 

 中間純利益   219,504 

 自己株式の取得   △116,284 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △47,997 △47,997 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △47,997 55,222 

平成18年９月30日残高(千円) 230,078 10,437,773 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

 

税引前中間(当期)純利益  445,466 234,848 828,989

減価償却費  25,024 27,233 53,315

貸倒引当金の減少額（△）  △280 △250 △11,565

完成工事補償引当金の 
増加額 

 2,270 1,870 3,200

退職給付引当金の増加額  8,706 13,603 220,538

賞与引当金の増加・減少額
（△） 

 109,780 △94,127 214,117

受取利息及び受取配当金  △4,315 △7,926 △6,971

支払利息  3,367 2,946 6,716

固定資産除売却損  151 1,251 1,395

過年度債務免除修正益  △7,333 ― △7,333

投資有価証券評価損  ― 23,405 ―

ゴルフ会員権評価損  ― ― 1,449

売上債権の増加額（△）  △307,487 △304,427 △901,152

未成工事支出金の減少・増
加額（△） 

 △2,100,877 △4,487,750 1,911,427

その他流動資産の減少額  155,981 24,636 168,098

仕入債務の増加・減少額
（△） 

 △326,841 668,760 △331,967

未成工事受入金の増加・減
少額（△） 

 2,154,422 2,857,398 △105,274

その他債務の減少額（△）  ― △334,024 △31,073

その他  △243,202 43,494 △43,301

小計  △85,166 △1,329,057 1,970,609

利息及び配当金の受取額  4,333 6,726 6,940

利息の支払額  ― ― △6,716

法人税等の支払額  △28,864 △32,053 △27,330

再生債務弁済による支出額  △6,366 ― △117,453

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △116,063 △1,354,384 1,826,050



  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 

有価証券の売却による収入  ― ― 15,000

有形固定資産の取得による
支出 

 △5,006 △34,335 △17,851

投資有価証券の取得による
支出 

 ― ― △15,806

貸付けによる支出  ― ― △1,500

貸付金の回収による収入  5,376 2,254 7,031

長期預金の預入による支出  ― △200,000 △300,000

その他  7,037 18,201 △15,693

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 7,408 △213,880 △328,820

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 

長期借入金の返済による支
出 

 ― ― △46,642

自己株式取得による支出  ― △116,284 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 ― △116,284 △46,642

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加
額・減少額（△） 

 △108,655 △1,684,549 1,450,588

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 6,264,125 7,714,713 6,264,125

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 6,155,470 6,030,164 7,714,713

   



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

      

 (1) たな卸資産 販売用不動産 

 個別法による原価法 

未成工事支出金 

 個別法による原価法 

販売用不動産 

同左 

未成工事支出金 

同左 

販売用不動産 

同左 

未成工事支出金 

同左 

 (2) 有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間決算末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は、移動平均

法により算定) 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間会計期間末日の市

場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部

純資産直入法により処

理し、売却原価は、移

動平均法により算定) 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定) 

   時価のないもの 

   移動平均法による原

価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

      

 (1) 有形固定資産 建物及び構築物については

定額法、建物及び構築物以

外については定率法を採用

しております。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 10～50年

建物及び
構築物以外 

３～15年

同左 同左 

 (2) 無形固定資産 定額法を採用しておりま

す。 

定額法を採用しておりま

す。 

なお、ソフトウェア(自社

利用)については、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

おります。 

定額法を採用しておりま

す。 

同左 

 (3) 長期前払費用 定額法を採用しておりま

す。 

同左 同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等の特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を勘案し、回収不

能見込額を計上してお

ります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

  

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

  (2) 賞与引当金 
  従業員の賞与の支給に

充てるため、支給見込
額を計上しておりま
す。 

(2) 賞与引当金 
同左 

(2) 賞与引当金 
同左 

  (3) 完成工事補償引当金 
  完成工事に係るかし担

保の費用に備えるた
め、当中間会計期間末
に至る１年間の完成工
事高に対する将来の見
積補償額に基づいて計
上しております。 

(3) 完成工事補償引当金 
同左 

(3) 完成工事補償引当金 
  完成工事に係るかし担
保の費用に備えるた
め、完成工事高に対す
る過去の補償実績率に
基づいて算定した見積
補償額を計上しており
ます。 

  (4) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度
末における退職給付債
務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間期
末において発生してい
ると認められる額を計
上しております。 

  また、数理計算上の差
異は、各事業年度の発
生時における従業員の
平均残存勤務期間以内
の一定の年数による定
額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌事
業年度から費用処理す
ることとしておりま
す。 

(4) 退職給付引当金 
同左 

(4) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備
えるため、当期末にお
ける退職給付債務及び
年金資産の見込額に基
づき計上しておりま
す。 

  また、数理計算上の差
異は、各事業年度の発
生時における従業員の
平均残存勤務期間以内
の一定の年数による定
額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌事
業年度から費用処理す
ることとしておりま
す。 

  なお、当期に退職金規
程を改訂しており、こ
れに伴い発生した退職
給付債務の増額となる
過去勤務債務(180,236
千円)を特別損失に計
上しております。 

４ リース取引の処理
方法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってお
ります。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・
フロー計算書（キ
ャッシュ・フロー
計算書)における
資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び
取得日から３ヵ月以内に満
期日の到来する流動性の高
い、容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わ
ない短期的な投資でありま
す。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸
表(財務諸表)作成
のための基本とな
る重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 
 消費税等の会計処理は、
税抜方式によっておりま
す。 
 なお、仮払消費税等と仮
受消費税等は相殺し中間
貸借対照表上流動負債の
「その他」に含めて表示
しております。 

消費税等の会計処理の方法 
同左 

消費税等の会計処理の方法 
 消費税等の会計処理は、
税抜方式によっておりま
す。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年8月9日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号）を適

用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当す

る金額は10,437,773千円でありま

す。 

なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間

財務諸表は、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当期から「固定資産の減損に係る会

計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号）を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

(再生計画の遂行状況) 

当社は平成14年６月４日に大阪地方

裁判所に対し、民事再生手続開始の

申立てを行い、同年６月19日に民事

再生手続開始決定を受けました。そ

の後、平成15年２月４日に再生計画

認可決定が確定し、32,075,454千円

の債務免除を受けました。 

当期、下期での民事再生手続終結に

向けて、引き続き事業再建計画を確

実に実行しており、選別受注の徹

底、コスト改善への取組などによ

り、今期においても再生計画で計画

された事業収益を確保できるよう事

業活動を展開しております。また、

当該計画に基づき前事業年度におい

て、再生債務の弁済を行っており、

10年分割弁済の第３回弁済111,086

千円を平成17年3月31日に実施いた

しました。 

再生計画における事業再建計画の要

旨は以下のとおりです。 

① 売上高300億円で安定した収益

を上げ得る体制とする。 

② 収益性重視で関西以西の事業シ

ェアを高める。 

③ 小口工事を定量確保するととも

に、リニューアル・メンテナン

ス工事のシェアを拡大する。 

④ 分譲ファミリーマンションは収

益性を見極めた選別受注に徹す

る。 

⑤ 低採算工事および立替工事の受

注判断の適正化をねらいに、

「受注審査」を実効あるものと

して運用を厳格に行う。 

⑥ 資産を持たない身軽な経営を目

指す。 

⑦ 事業規模に合わせて組織と人員

のスリム化を図り、固定費を大

幅に圧縮する。 

――― 

  

(再生計画の遂行状況) 

当社は平成14年６月４日に大阪地方

裁判所に対し、民事再生手続開始の

申立てを行い、同年６月19日に民事

再生手続開始決定を受けました。そ

の後、平成15年２月４日に再生計画

認可決定が確定し、32,075,454千円

の債務免除を受けました。 

当期において、再生計画が順調に推

移したことから、平成18年２月６日

に大阪地方裁判所より、再生手続終

結の決定を受けております。また、

10年分割弁済の第４回弁済111,086

千円を平成18年３月31日に実施いた

しました。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

  前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

752,387千円 783,212千円 769,671千円 

※２ 担保提供資産 長期借入金(一年内返済予

定を含む)373,137千円に対

し、下記の資産を担保に供

しております。 

  

また、上記の他、有価証券

14,999千円を宅地建物取引

業営業保証金として供して

おります。 

建物 199,828千円

土地 251,867千円

計 451,696千円

長期借入金(一年内返済予

定を含む)326,495千円に対

し、下記の資産を担保に供

しております。 

  

また、上記の他、投資有価

証券15,028千円を宅地建物

取引業営業保証金として供

しております。 

建物 192,452千円

土地 251,867千円

計 444,320千円

長期借入金(一年内返済予

定を含む)326,495千円に対

し、下記の資産を担保に供

しております。 

  

また、上記の他、投資有価

証券14,859千円を宅地建物

取引業営業保証金として供

しております。 

建物 196,140千円

土地 251,867千円

計 448,008千円



(中間損益計算書関係) 

  

  
  
次へ 

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

※１ 売上高 ――― 当社の売上高は、通常の営

業の形態として、上半期に

比べ下半期に完成する工事

の割合が大きいため、事業

年度の上半期売上高と下半

期売上高との間に著しい相

違があり、上半期と下半期

の業績に季節的変動があり

ます。 

 なお、当中間会計期間末

に至る１年間の売上高は、

次のとおりであります。 

  

前事業年度の下半期 

17,169,202千円 

当中間会計期間 

       10,303,977千円 

計     27,473,179千円 

――― 

２ 減価償却実施額 有形固定資産 24,788千円

無形固定資産 12千円

有形固定資産 26,622千円

無形固定資産 335千円

有形固定資産 52,592千円

無形固定資産 101千円

        

※３ 営業外収益の

「その他」の主

なもの 

受取配当金 3,261千円

受取家賃 4,941千円

受取配当金 3,996千円

受取家賃 3,878千円

受取配当金 4,349千円

受取家賃 9,747千円

※４ 営業外費用の

「その他」の主

なもの 

――― 自己株式買取手

数料等 
1,362千円

   

――― 

※５ 特別利益の主な

もの 

貸倒引当金
戻入益 480千円

ゴルフ会員権 
売却益 4,000千円

過年度債務免除
修正益 7,333千円

貸倒引当金
戻入益 250千円

ゴルフ会員権
売却益 18,000千円

貸倒引当金 
戻入益 5,797千円

ゴルフ会員権 
売却益 4,000千円

償却債権取立益 146,284千円

過年度債務免除
修正益 7,333千円

        

※６ 特別損失の主な

もの 

固定資産 
除却損 151千円

固定資産
除却損 1,301千円

投資有価証券評
価損 23,405千円

固定資産
除売却損 1,395千円

ゴルフ会員権評
価損 1,449千円

過去勤務債務償
却 180,236千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 株主総会決議による自己株式の買取りによる増加    2,325,695株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 20,861,000 ― ― 20,861,000 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 11,650 2,325,695 ― 2,337,345 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係 

現金預金勘定 6,155,470千円

現金及び 
現金同等物 

6,155,470千円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係 

現金預金勘定 6,030,164千円

現金及び
現金同等物 

6,030,164千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金預金勘定 7,714,713千円

現金及び
現金同等物 

7,714,713千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間会計
期間末残 
高相当額 
(千円) 

車両 3,641 3,446 194

備品 54,791 46,050 8,740

合計 58,432 49,496 8,935

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間会計
期間末残 
高相当額 
(千円) 

車両 4,350 1,012 3,337

備品 74,519 54,752 19,766

合計 78,869 55,765 23,103

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

車両 3,641 3,582 59 

備品 63,145 49,500 13,644 

合計 66,786 53,082 13,703 

(注) 取得価額相当額の算定は、有

形固定資産の中間会計期間末

残高等に占める未経過リース

料中間会計期間末残高の割合

が低いため、支払利子込み法

によっております。 

(注)     同左 (注) 取得価額相当額の算定は、有

形固定資産の期末残高等に占

める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、支払利子

込み法によっております。 

２ 未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

２ 未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 11,022千円

１年超 7,514千円

計 18,536千円

１年以内 9,928千円

１年超 19,440千円

計 29,368千円

１年以内 11,105千円

１年超 10,044千円

計 21,149千円

(注) 未経過リース料中間会計期間

末残高相当額の算定は、有形

固定資産の中間会計期間末残

高等に占める未経過リース料

中間会計期間末残高の割合が

低いため、支払利子込み法に

よっております。 

(注)     同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額の算定は、有形固定資産の

期末残高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合が低い

ため、支払利子込み法によっ

ております。 

３ 当中間会計期間の支払リース料

及び減価償却費相当額 

３ 当中間会計期間の支払リース料

及び減価償却費相当額 

３ 当期の支払リース料及び減価償

却費相当額 

支払リース料 5,778千円

減価償却費 
相当額 

3,172千円

支払リース料 7,432千円

減価償却費
相当額 

6,175千円

支払リース料 11,519千円

減価償却費
相当額 

6,759千円

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を10％として定率法によ

り計算した減価償却費相当額に

10/9を乗じた額を計上する方法

によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得価額 
（千円） 

中間貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

① 株式 128,144 483,178 355,034

② 債券  

  国債・地方債等 14,999 14,999 ―

③ その他 ― ― ―

計 143,143 498,177 355,034

区分 
中間貸借対照表計上額

（千円） 

その他有価証券 

 非上場株式 283,376

計 283,376

区分 
取得価額 
（千円） 

中間貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

① 株式 128,853 516,239 387,385

② 債券  

  国債・地方債等 15,075 15,028 △47

③ その他 ― ― ―

計 143,929 531,267 387,338

区分 
中間貸借対照表計上額

（千円） 

その他有価証券 

 非上場株式 259,971

計 259,971



前事業年度末(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

前へ   次へ 

区分 
取得価額 
（千円） 

貸借対照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

① 株式 128,853 597,222 468,369

② 債券  

  国債・地方債等 15,086 14,859 △227

③ その他 ― ― ―

計 143,940 612,081 468,141

区分 
貸借対照表計上額
（千円） 

その他有価証券 

 非上場株式 283,376

計 283,376



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

利益基準及び利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

利益基準及び利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

 １株当たり中間(当期)純利益 

  

  

項目 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産額 477.03円 563.48円 497.98円

１株当たり中間(当期)純利益 20.58円 10.59円 38.30円

  前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

中間(当期)純利益(千円) 429,228 219,504 798,648

普通株主に帰属しない金額(千円) ――― ――― ―――

普通株式に係る中間(当期)純利益
(千円) 

429,228 219,504 798,648

普通株式の期中平均株式数(千株) 20,849 20,734 20,849



(重要な後発事象) 

  

  

前へ     

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

――― ――― 

   

  

当社は、平成18年６月29日開催の第

69期定時株主総会において、会社法

（平成17年法律第86号）第156条の

規定に基づき、自己の株式を取得す

ることを決議いたしました。 

  

１．理由 

  企業規模に見合った資本構成と

するため、また、非上場株式と

なったことによる株主の買取要

請に広く応えるため。 

２．取得する株式の種類 

普通株式 

３．取得する株式の数 

5,000,000株 

４．取得金額の総額 

250,000,000円 

５．取得の時期 

平成18年７月１日から 

平成19年３月31日まで 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間において近畿財務局長に提出した証券取引法第25条第１項各

号に掲げる書類 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第69期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  平成18年６月29日に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月22日

株式会社 藤木工務店 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社藤木工

務店の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第６９期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社藤木工務店の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上 

  

  

  

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  西  田  幸  男  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  井  上  嘉  之  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月22日

株式会社 藤木工務店 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社藤木工

務店の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第７０期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社藤木工務店の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上 

  

  

  

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  西  田  幸  男  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  井  上  嘉  之  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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